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飼料自給率向上に向けた
平成２０年度行動計画（案）

平成２０年３月
農林水産省生産局畜産部



・ コントラクターによる

受託作業面積 10万ha以上

・ 自給飼料成分の実態調査

・ 需要量に見合った稲わら等国産

流通粗飼料の確保

・ コントラクターによる

受託作業面積 10万ha以上

・ 自給飼料成分の実態調査

・ 需要量に見合った稲わら等国産

流通粗飼料の確保

H17年度 H18年度 H19年度（見込み）

水田放牧頭数 3,270頭 4,453頭 4,660頭

〃 面積 602ha 1,068ha 1,171ha

（農林水産省畜産振興課調べ）

H17年度 H18年度 H19年度（見込み）

水田放牧頭数 3,270頭 4,453頭 4,660頭

〃 面積 602ha 1,068ha 1,171ha

（農林水産省畜産振興課調べ）

○ 21年度稲ＷＣＳ作付 8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証による

利活用体制の構築

○ 21年度稲ＷＣＳ作付 8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証による

利活用体制の構築

飼料自給率向上に向けた平成２０年度行動計画（案）

○ 水田放牧の取組拡大

（肉用牛放牧頭数：5,000頭）

○ 水田放牧の取組拡大

（肉用牛放牧頭数：5,000頭）

○ 作付面積拡大 2万ha

○ 青刈りとうもろこし作付面積

92,000ha

○ 作付面積拡大 2万ha

○ 青刈りとうもろこし作付面積

92,000ha

１ 飼料増産行動計画

○ 飼料作物作付面積の拡大
H17 H18 H19（速報値）

飼料作物作付面積 905.8千ha   898.1千ha   897.2千ha
うち青刈りとうもろこし 85.3千ha 84.4千ha     86.1千ha

（農林水産省「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」）

○ 飼料作物作付面積の拡大
H17 H18 H19（速報値）

飼料作物作付面積 905.8千ha   898.1千ha   897.2千ha
うち青刈りとうもろこし 85.3千ha 84.4千ha     86.1千ha

（農林水産省「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」）

項 目項 目

○ 稲ＷＣＳ作付面積の拡大

H17 H18 H19（見込み）

稲WCS作付面積 4,594ha  5,182ha 6,000ha
（農林水産省畜産振興課調べ）

○ 稲ＷＣＳ作付面積の拡大

H17 H18 H19（見込み）

稲WCS作付面積 4,594ha  5,182ha 6,000ha
（農林水産省畜産振興課調べ）

対応方向対応方向

○ 水田放牧の推進

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作

付拡大や新技術の導入と緑肥からの飼

料作物への転換、水田裏での飼料生産

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作

付拡大や新技術の導入と緑肥からの飼

料作物への転換、水田裏での飼料生産

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作物作

付面積拡大と飼料用米の利活用円滑化、

多収品種の開発と導入

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作物作

付面積拡大と飼料用米の利活用円滑化、

多収品種の開発と導入

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放

牧経験牛（レンタカウ）の確保、草地管理

技術の改良による放牧の推進

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放

牧経験牛（レンタカウ）の確保、草地管理

技術の改良による放牧の推進

目 標目 標

１

○ 国産粗飼料の生産・流通の円滑化

・ 飼料生産の外部化の推進

・ 高品質な粗飼料生産の推進

・ 国産稲わら等の利用促進

○ 国産粗飼料の生産・流通の円滑化

・ 飼料生産の外部化の推進

・ 高品質な粗飼料生産の推進

・ 国産稲わら等の利用促進

・ コントラクターの育成・強化、ＴＭＲセン

ターの育成と利用拡大

・ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発と

実証

・ 国産稲わら等の流通体制の構築

・ コントラクターの育成・強化、ＴＭＲセン

ターの育成と利用拡大

・ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発と

実証

・ 国産稲わら等の流通体制の構築

肉用牛の



○ 取組のイメージと対策

①緑肥からの飼料作物への転換
利用促進
粗飼料増産未利用資源活用対策
（新規）

取組のための２０年度事業

耕地 田畑計 ４，６７１千ｈａ

稲わら利用
269千ha

出典：「平成18年耕地及び作付面積統計」、畜産振興課調べ

耕作放棄地386千ha

田6４千ha畑8１千ha

畑２，１２８千ｈａ
麦、大豆、野菜、果樹等

田２，５４３千ｈａ
麦、大豆等

農地５,０５６千ha

畑794千ha
田
104千ha

飼料作８９８千ha

64千ha

55千ha

放牧利用126千ha

水稲
1,684千ha

うち販売農家所有144千ha

稲発酵粗飼料
5,182ha

緑肥作物120千ha

林地

河川敷

畜産での利用

放牧主体

野草地
放牧主体

採草主体

飼料利用に拡大見込

（耕地等の畜産利用の現状）

公共牧場

草地98千ha
野草地29千ha
林地12千ha

②青刈りとうもろこしの新規作付
国産飼料資源活用促進総合対策（新

規）

①

② ③

②

③飼料用米・ＷＣＳの利用促進
国産飼料資源活用促進総合対策

（新規）

地域水田農業活性化緊急対策

（１９補正）の取組との連携推進

④水田裏への飼料作物作付拡大
国産粗飼料増産対策（拡充）

④

⑥耕作放棄地、未利用の林地
等の活用

（公）草地畜産基盤整備事業
（要件追加）

⑥

⑤ ⑥

⑤耕作放棄地への飼料作物作
付拡大
粗飼料増産未利用資源活用対策
（新規）

農用地の徹底的活用による
自給飼料生産・作付面積拡大

２



○ モデル的な地域協議会の設置

20地域

○ モデル的な地域協議会の設置

20地域

○ エコフィード認証制度の構築

20年度秋から開始

○ エコフィード認証制度の構築

20年度秋から開始

○ エコフィードの広域利用

・ 配合飼料原料としてのエコフィードの利

用拡大

○ エコフィードの広域利用

・ 配合飼料原料としてのエコフィードの利

用拡大

２ エコフィード行動計画

○ 広域における安定供給体制の

確保

○ 広域における安定供給体制の

確保

項 目項 目

○ 地域における安定供給体制の構

築と必要な専門技術者等の確保・

育成

○ 地域における安定供給体制の構

築と必要な専門技術者等の確保・

育成

対応方向対応方向

○ 配合飼料メーカーと食品残さ飼料化

業者が連携してエコフィードの生産を

増加させる取組を推進

○ 配合飼料メーカーと食品残さ飼料化

業者が連携してエコフィードの生産を

増加させる取組を推進

○ 地域の未利用資源の掘り起こしと有

効活用のための検討の推進

○ 焼酎粕濃縮液等の高度利用技術の

開発

○ 人材育成の拡大

○ 地域の未利用資源の掘り起こしと有

効活用のための検討の推進

○ 焼酎粕濃縮液等の高度利用技術の

開発

○ 人材育成の拡大

○ 基準を満たすエコフィードを認証し、

畜産農家等が安心して利用できる体制

を確立

○ 基準を満たすエコフィードを認証し、

畜産農家等が安心して利用できる体制

を確立

目 標目 標

○ 安心して利用できる仕組みの

構築

○ 安心して利用できる仕組みの

構築

○ 専門技術者確保・育成のための研修

等の推進

9地域

○ 専門技術者確保・育成のための研修

等の推進

9地域

エコフィード利用量5万ＴＤＮ㌧の増加

３



3,363千㌧

3,042千㌧

食品製造業

食品卸売・小売業

外食産業

飼料化22％
(2,482千㌧)

全 体

11,352千㌧

27年度目標に
必要な飼料化量

飼料化45％（5,092千㌧）

４

4％

○ 食品製造業：

品質・内容が明らかで、大量・定期的に発生

→ 飼料化への仕向けが容易

※ ただし、未再生分は飼料化に困難なものが多く、飼料化以外の再生

利用のものを飼料化とする検討・調整が必要。

○ 食品卸売・小売産業・外食産業：

異物の混入・品質の劣化が生じやすく、供給が不安定

→ 中小規模業者の収集・運搬体制等の課題への対応も含め、可能な限

り飼料化を促進する必要。

【食品循環資源の飼料化の進捗状況（平成１８年度）】

飼料化
38％

肥料化
34％

メタン、油脂等3％

未再生
24％

13％ 19％ 64％

4
％ 9％ 2％ 84％

① エコフィードの広域利用
エコフィード緊急増産対策事業
（新規）

② 地域未利用資源の利活用の
促進
専門技術者の確保・育成

国産飼料資源活用促進総合対策
（拡充）

③ 飼料化施設の整備
未来志向型技術革新対策事業
（継続）

④ エコフィード認証制度の構築
食品残さ飼料化対策推進事業

（継続）

取組のための２０年度事業
4,946千㌧

○ 取組のイメージと対策



○ 青刈りとうもろこしの作付拡大：92,000ha

○ 稲ＷＣＳの作付拡大（21年度産）：8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証による利活用体制の構築

○ 水田放牧の拡大

肉用牛放牧頭数：5,000頭

○ コントラクターによる受託作業面積：10万ha以上

○ 自給飼料成分の実態調査の実施

○ 需要量に見合った稲わら等国産流通粗飼料確保

○ 青刈りとうもろこしの作付拡大：92,000ha

○ 稲ＷＣＳの作付拡大（21年度産）：8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証による利活用体制の構築

○ 水田放牧の拡大

肉用牛放牧頭数：5,000頭

○ コントラクターによる受託作業面積：10万ha以上

○ 自給飼料成分の実態調査の実施

○ 需要量に見合った稲わら等国産流通粗飼料確保

○ 配合飼料メーカーと食品残さ飼料化業者が連携し

てエコフィード生産を増加させる取組を推進

○ 地域の未利用資源の掘り起こしと有効活用のた

めの推進、技術開発、人材育成の拡大

○ 基準を満たすエコフィードを認証し、畜産農家等

が安心して利用できる体制を確立

○ 配合飼料メーカーと食品残さ飼料化業者が連携し

てエコフィード生産を増加させる取組を推進

○ 地域の未利用資源の掘り起こしと有効活用のた

めの推進、技術開発、人材育成の拡大

○ 基準を満たすエコフィードを認証し、畜産農家等

が安心して利用できる体制を確立

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作付拡大や

新技術の導入、緑肥からの飼料作物への転換、水田

裏での飼料生産

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作付面積の拡大、

飼料用米利活用の円滑化、多収品種の開発と導入

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放牧経験牛の

確保、草地管理技術の改良による放牧の推進

○ 飼料生産の外部化の推進

○ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発と実証

○ 国産稲わら等の流通体制の構築

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作付拡大や

新技術の導入、緑肥からの飼料作物への転換、水田

裏での飼料生産

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作付面積の拡大、

飼料用米利活用の円滑化、多収品種の開発と導入

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放牧経験牛の

確保、草地管理技術の改良による放牧の推進

○ 飼料生産の外部化の推進

○ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発と実証

○ 国産稲わら等の流通体制の構築

平成２０年度飼料自給率向上に向けた行動計画（案）のポイント

飼料作物作付面積2万haの増加を目標

○ 配合飼料原料としての利用拡大によるエコフィード

の広域利用

○ 地域未利用資源の利活用の促進：20地域

○ 専門技術者確保・育成のための研修等の推進

：9地域

○ エコフィード認証制度の構築：20年度秋から開始

○ 配合飼料原料としての利用拡大によるエコフィード

の広域利用

○ 地域未利用資源の利活用の促進：20地域

○ 専門技術者確保・育成のための研修等の推進

：9地域

○ エコフィード認証制度の構築：20年度秋から開始

エコフィード利用量5万ＴＤＮ㌧の増加を目標エコフィード

飼料増産

５

【 対 応 方 向 】 【 目 標 】

（ 参 考 ）


